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女性のキャリアパスの類型化 

に関する研究 

德永 英子 リクルートワークス研究所・研究員 

就業形態の変遷をキャリアパスとし，その多様なキャリアパスを、６パターンに類型化した。女性の出産のラ

イフ・イベントの影響は大きく，出産を転機として就業形態の変化が見られる。キャリアパスを分岐するキャリ

アコンセプトおよび職場や家庭環境での要因は，「役職意向」や「就業継続意向」，「職場の産休・育児休暇などの

人事制度の有無」や「時短勤務などの育児支援制度の有無」により，正規・非正規の就業形態に影響を与えるこ

とがわかった。 
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Ⅰ．はじめに 

男女雇用機会均等法（以下「均等法」）が 1986
年に施行されてから 20年目を迎え，昨年 2005年

4 月，育児休業・介護休業の対象労働者の拡大や
育児休業期間の延長などが改正された，改正育

児・介護休業法が施行された。これらにより，女

性の就業にはどのような変化が見られたのであろ

うか。結婚・出産などライフ・イベントの影響に

より，就業から離れることが通例となっていた時

代から，様々な制度や支援策のもと，仕事と家庭

との両立になりうる時代になっているはずである。 
しかし，厚生労働省が発表した「出生前後の就

業変化に関する統計」1を見ると，出生 1年前に有
職であった母親について，出生前後を通じて一貫

して母親が有職である場合は，約 3 割に過ぎず，
現実では出産を機に就業から離れている女性が多

いことがわかる。

Ⅱ.問題意識と先行研究からの就業継続要

因等の見識 

Ⅱ-1.問題意識の提示

女性の就業形態選択などに関する研究は多いが，

女性が辿るキャリアパスについは解明されていな

い。出産前後で働き方の変化が見られることは，

厚生労働省「出生前後の就業変化に関する統計」2
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等で分析されているが，ライフ・イベントの影響

を受けやすい女性が，どのようなキャリアが見ら

れるのかについては，不透明なままである。女性

のキャリアパスを解明することにより，女性のキ

ャリアプランニングに役立つのではないかと考え

た。

その上で，キャリアパスを分岐させているのは

出産ではないかとの仮説に基づき，女性個人のキ

ャリア形成に役立たせるため，キャリアパスの解

読を行うことを試みた。

また，出産後，継続就業する女性が少ないとい

う点について多くの研究者により指摘されている

が，本人のキャリアビジョンや職場の人事制度を

はじめとする諸制度が，就業継続に与える影響に

ついての研究は，それほど多くはない。この研究

では，そこにも焦点を当て分析を行うこととした。 

Ⅱ-2．先行研究からの就業継続要因等の見識 

均等法以前と比較すると，確かに，30代女性の
就業率に改善傾向が見られ，Ｍ字カーブも“Ｖ”か
ら緩やかな谷間となりつつある。しかし，詳細を

見ていくと，改善とはいいがたい現状である。鈴

木（2004）は，Ｍ字型の右山部分は主にパートタ
イマー，アルバイトの増加によるもの，また，谷

となる 30～34 歳を未既婚者別で見ると，谷が浅
くなっているのは未婚者の就業者が増加したこと

によりもたらされたもので，既婚女性の労働力率

は「均等法」施行後もほとんど変化していないと

指摘している。

仕事と家事・育児の性差による分業がいまだ強

固である背景から，既婚女性とりわけ子供を持つ

女性の就業状況が変化していないのだろう。

そのような背景や近年少子化問題が深刻さを増

している背景からか，結婚や育児による就業との

関連については，様々な研究がなされている。

松浦・滋野（2005）では，学校卒業後は正規社
員というコースを多くの人が選択したが，結婚，

出産という過程の中で無職（専業主婦），非正規労

働に移行していることを指摘している。

既婚女性にとり，育児などの家事負担が多い現

状では，労働時間の調整が可能であることが就業

の実現で重要である（大井・松浦 2003）。 
配偶者の収入や職業，配偶者以外の同居有無に

ついても永瀬（1999）の研究からも，既婚女性の
就業継続に少なからず影響していることが指摘さ

れている。

しかし，配偶者の収入については，統計的に有

意な影響を与えていないが（大井・松浦 2003），
配偶者が公務員であると，出産といったイベント

を通じて女性が常勤で継続的に就業する確率を有

意にプラスにする働きを持っていると指摘してい

る（大沢・鈴木 2000）。 
また，就業継続に関する価値観と就業行動には

密接な影響がある（丸山 2001）との見解がなさ
れている。育児休業法施行前後で結婚後の就業継

続については，永瀬（1999）の研究によると，就
業継続が増えているが，出産後の継続は有意に増

えていないと指摘している。

Ⅱ-3．研究方法について 

ここでは，今回の研究方法について述べていき

たい。

この研究を行うにあたり，2 つの調査を活用し
た。

まずキャリアパスの類型化を行うために，ワー

クス研究所の基幹調査である「ワーキングパーソ

ン調査 2004」を活用し，2次分析を行った。この
調査は，就業に関する実態と意識，特に転職とキ

ャリア開発を中心に明らかにするために実施して

いる。

＜調査概要＞

■調査目的：首都圏で働く人々の就業に関する実

態と意識，特に転職とキャリア開発を中心に明ら

かにする

■調査対象母集団：首都圏50km（1都 4県）で，
正規社員・正規職員，契約社員・嘱託，派遣，パ

ート・アルバイトとして就業している 18～59 歳
の学生を除く男女
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■サンプル数：5846名（男性：3856名 女性：
1990名）
■調査期間：2004年 8月 23日～10月 15日
■調査方法：訪問留め置き法

■就業者の定義：2004年 7月最終週に 1日でも
雇用されて就業した人

就業者のキャリア形成は，個人により様々であ

る。18歳から59歳の平均転職回数は，2.4回（「ワ
ーキングパーソン調査 2004」より）。転職理由も，
仕事の向き不向きや勤務条件の向上，上司・同僚

との不同調，自分の能力を活かせる職場へなど，

多様な内容にとんでいる。

今回の研究では，キャリア形成を転職有無や回

数，キャリアステップ等の中身に重点を置くので

はなく，就業形態の多様化といわれて久しい現状

を受けて，就業形態の変遷でキャリアパスを見て

いくことにした。

キャリアパスは，初職時から現在まで，転職や

再就職のほか，同一企業内で就業形態の変化があ

った場合もひとつの変遷とした（質問上では 8変
遷までを聞いている）。就業形態は，正規社員（正

規社員・正職員）と非正規社員（契約社員・嘱託，

パート・アルバイト，派遣）の 2区分とした。業
務委託やフリーランスなどの非雇用者は，就業意

欲や働き方も雇用者と異なるため，非雇用を含ん

だ変遷は除いた（非雇用を含んだ変遷の比率は，

Ⅲの図表 1を参照されたい）。 
以上により，就業変遷のパターンを洗い出し，

キャリアパスの類型化を行った。

もうひとつの調査は，出産前後の時点に特化し

た「子供を持つ女性の就業に関する調査」を新規

に実施し，活用した。

調査対象は，現在子供がいる有配偶者で，子供

がいても離別・死別により現在無配偶者は含まれ

ない。また，現在就業していない者も含まれてい

るため，キャリアパスの類型化で使用した調査対

象と異なることを留意されたい。

ここでは，出産後の就業形態が，出産前のキャ

リアコンセプト（Ⅳにて詳細を説明）および職場・

家庭面の環境でどのような変化が見られるのかの

検証を行った。キャリアコンセプトは，今回の分

析のため新たに設定した項目であるが，後述説明

する。

研究の対象としては，M字カーブの谷間部分の
年代である 30代に焦点を当て行うこととした。 
＜調査概要＞

■調査目的：首都圏在住の子供を持つ女性の就業

に関する実態と意識，特に出産前後の就業状況を

中心に明らかにする

■調査対象母集団：首都圏（1都 4県）在住の，
25～39歳の子供を持つ有配偶者の女性
■サンプル数：2000名（20代：274名 30代：
1726名）
■調査期間：2005年 8月 25日～31日
■調査方法：Web調査
■子供を持つ女性の定義：2005 年 8 月調査時点
で子供がいる有配偶者の女性

この調査を実施する前に，プリ調査としてグル

ープインタビューを実施した。ヒアリング内容は，

すでに実態として検証されているもの以外に，出

産後の就業形態に影響を与えている要因はないか

を探るため，初職から現在の状況についてどのよ

うな経緯があったのかを聞いた。その結果，先行

研究で実証されている以外に，就業を通して仕事

への考え方が変化したこと，子供ができたことで

時間配分や日常接する人が変わった，などが明ら

かとなった。そこで，仕事に関する考え方，たと

えば，責任のある仕事や専門性の高い仕事の思考

性，仕事と家庭の時間配分の優先度などのキャリ

アコンセプトについて，就業継続や就業形態選択

の要因となりうるのではないかの検証を行うこと

とした。

＜調査概要＞

■調査目的：「子供を持つ女性の就業に関する調

査」を実施するにあたり，質問項目などの参考と

する

■調査対象母集団：首都圏（1都 3県）在住の，
25～39歳の子供を持つ有配偶者の女性で，現在無
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業者（専業主婦）も含む

■サンプル数：8名（20代：1名 30代：7名） 
■調査期間：2005年 8月 5日～6日

Ⅲ．キャリアパスの類型化等について 

Ⅲ-1．キャリアパスの類型化

キャリアパスを見ていくと，33種類にもおよん
だが，転職等で就業形態に変化のないものなどを

くくる作業過程を経て，次の 6パターンに類型化
した。

Career1：正規社員（就業形態の変更なし）
Career2：正規社員→非正規社員
Career3：正規社員→非正規社員→正規社員
Career4：非正規社員（就業形態の変更なし）
Career5：非正規社員→正規社員
Career6：非正規社員→正規社員→非正規社員
上記以外のその他は，6 パターン以外の変遷で，
非雇用者などの就業形態が含まれている。 

注釈として，Career1の正規社員（就業形態の
変更なし）では，正規社員→正規社員など，正規

社員の就業形態は変えず，複数回変遷しているケ

ースも含まれる。Career2の「非正規社員（就業
形態の変更なし）」も，Career1と同様である。 

図表 1 キャリアパスの類型化のシェア（30代）

100.0% 100.0%

Career1 正規のみ 77.3% 41.3% **

Career2 正規→非正規 3.0% 24.2% **

Career3 正規→非正規→正規 3.6% 10.0% **

Career4 非正規のみ 1.8% 6.0% **

Career5 非正規→正規 6.2% 4.6%

Career6 非正規→正規→非正規 0.1% 1.1%

その他 8.0% 12.8%

　**　p<.01で有意

有意差
検定

男性
N=1415

女性
N=562

図表 1は，類型化した 6パターンのシェアを男
女比較したものである。図表 2は，学歴別に見た
ものである。男女で比率は異なるものの，高学歴

になるほどCareer1の「正規のみ」の比率が高く
なっていることがわかる。学歴でどのような傾向

が見られるのかを参考としたもので，分析はここ 

までにとどめておくこととする。 

図表 2 キャリアパスの類型化のシェア
_学歴別（30代）

大学・
大学院

短大
・専門

高校 その他

N=580 N=233 N=507 N=95

100.0% 100.0% 100.0% 100.0%

Career1 正規のみ 87.8% 76.8% 69.4% 56.8%

Career2 正規→非正規 2.6% 3.4% 3.4% 3.2%

Career3 正規→非正規→正規 2.8% 4.7% 4.1% 3.2%

Career4 非正規のみ 1.0% 2.1% 2.6% 1.1%

Career5 非正規→正規 2.9% 6.0% 8.3% 15.8%

Career6 非正規→正規→非正規 0.0% 0.0% 0.2% 0.0%

その他 2.9% 6.9% 12.0% 20.0%

大学・
大学院

短大
・専門

高校 その他

N=89 N=239 N=217 N=17

100.0% 100.0% 100.0% 100.0%

Career1 正規のみ 59.6% 46.0% 30.4% 17.6%

Career2 正規→非正規 13.5% 25.5% 28.1% 11.8%

Career3 正規→非正規→正規 4.5% 9.6% 12.4% 11.8%

Career4 非正規のみ 6.7% 2.9% 7.4% 29.4%

Career5 非正規→正規 5.6% 2.9% 5.1% 17.6%

Career6 非正規→正規→非正規 0.0% 1.3% 0.9% 5.9%

その他 10.1% 11.7% 15.7% 5.9%

※学歴の「その他」は中学，高専，無回答を含む

＜男性＞

＜女性＞

図表 1の通り，男女間で異なることが確認でき
る。正規社員として働き続ける男性に対して，女

性は非正規を経緯したキャリアパスで多様性が見

られる。もちろん，男性でも非正規を経緯してい

るパスが見られるが，女性の場合と経緯している

意味合いが異なるように思われる。その意味合い

を探るべく，就業形態の受容性3（働いてみたいか

どうかの意思）について男女で差があるのではな

いかとの仮説を基に，検証してみることにした。 

そこで，就業形態の受容性について，男女でど

のような傾向があるのかを「ワーキングパーソン

調査 2004」から見てみた。 
「正社員のみ受容性あり」を見ると，男性は

46.7％，女性は 14.6％と，男性の方が正規社員で
の働き方にこだわる傾向が見られた。このことか

らわかるように，男性は正規社員へのこだわりか

ら正規のみのキャリアパスが多く見られると推察
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図表 3 30代女性の子供有無別、子供のある女性のうちブランク期間有無のシェア

ありN=207
なし
N=48

100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0%

Career1 正規のみ 41.3% 31.7% 19.8% 16.7% 55.0% **

Career2 正規→非正規 24.2% 31.1% 40.1% 33.3% 14.3% **

Career3 正規→非正規→正規 10.0% 8.8% 12.6% 2.1% 11.7% **

Career4 非正規のみ 6.0% 6.3% 3.9% 12.5% 5.6%

Career5 非正規→正規 4.6% 4.5% 2.9% 10.4% 4.8%

Career6 非正規→正規→非正規 1.1% 1.5% 1.4% 4.2% 0.4%

その他 12.8% 16.0% 19.3% 20.8% 8.2%

※転職経験者のみ  ** p<.01

子供なし
N=231

子供あり
N=331

30代女性
N=562 ブランク期間有無※

有意差検定

子供有
無

ブラン
ク期間
有無

30代女性N=562

される。

一方女性は，正規社員での働き方にあまりこだ

わらない傾向が見られ，「非正社員のみの受容性あ

り」が 17.4％と，「正社員のみ受容性あり」を若
干ながら上回っている。

女性は，ライフ・イベントの影響があるから就

業形態に対して広い受容性があるのか，そもそも

就業形態に対して広い受容性があるからなのか，

についてはここでは明確ではない。察するに，前

者の方が強いと推測される。

これらを踏まえると，女性はライフ・イベント

の影響を受けやすいため，正規社員以外の就業形

態に広い受容性があることで多様性が見られると

思われる。このようなことから，男女間でキャリ

アパスに差が見られることがわかった。

しかし，ライフ・イベントの影響や正規社員以

外の就業形態の受容性の違いなど，性差によるも

のなのだろうか。ライフ・イベントの影響を受け

やすい女性だが，その影響を受けていない女性も

同じなのだろうか。そこで，ライフ・イベントの

うち就業に影響があるのは出産との仮説をおき，

出産経験者いいかえると子供有無の女性でどのよ

うなキャリアパスが見られるのか，検証を行った。 

Ⅲ-2.子供の有無から見る女性のキャリアパス 

女性における６パターンのキャリアパスの中で，

子供の有無で見たところ，相互で異なる傾向が見

られた（図表３）。子供がいない女性では，男性の

キャリアパスのシェア傾向と類似している。この

ことは，ライフ・イベントの影響が小さいことを

示している。 

次に，子供の有無によりどのキャリアパスで差

が見られるか検証したところ，Career1の「正規
のみ」とCareer 2の「正規→非正規」に統計的有
意な差が見られた。このことから，男女間の性差

でキャリアパスの差が見られるというよりも，女

性の子供の有無により差が見られることが明らか

となったのである。これは子供がいる場合，育児・

家事などの負担が女性へ重くのしかかり，就業条

件面を変えざるをえない状況に直面するからでは

ないかと推察できる。子供がいる女性は，正規社

員としてとどまりにくく，また，非正規社員とし

て働くことを余儀なくされる実状が表れた結果と

なった。 

Ⅲ-3.子供あり女性のブランク期間有無から見る

キャリアパス

次に，子供がいる女性のうち，キャリアブラン

ク4の有無でどのキャリアパスに差が見られるか

検証した。ここでいうキャリアブランクとは，転

職や就業形態が変化する間に，3 ヵ月以上のブラ
ンク期間があることをいう。ブランク期間の行動

は，仕事をしていないことが前提で，転職先探し

や，就学，家事・育児に専念，介護などが含まれ
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る。 

検証の結果，ブランク期間の有無によりキャリ

アパスに統計的有意な差が見られたのは，

Career3の「正規→非正規→正規」であった。
キャリアブランクがあると，仕事の一線から離

れてしまうことから，再就職するときにはその能

力が落ちてしまう。だが，徐々に仕事へ取り組む

ことにより，いわばリハビリ効果で能力を発揮し，

活躍するケースも多く見られる（『とらばーゆ』『と

らばーゆ*net』2005～2006）。
現状では家事・育児等に専念していた女性がい

ざ再就職をしようとしても，厳しい現状が待ち構

えている。2006年 4月より全国 12ヵ所でマザー
ズハローワークがオープンとなったが，再就職希

望者への支援として，仕事現場への復帰までのフ

ォローや就職先の提供もより重要となってくるで

あろう。 

Ⅳ．キャリアパスを分ける要因について 

女性のキャリアパスの検証をしてきたが，女性

のキャリアは， “出産”の影響が仮説通り大きいこ
とがわかった。だが，なぜ出産前後で就業形態の

変化が見られるのだろうか。そこで，出産前後に

特化した「子供を持つ女性の就業に関する調査」

にて検証を行った。

先行研究で出産時の就業継続の要因や育児と就

業に関する女性の考え方や選択などの研究が多く

なされている。配偶者の職業や収入，女性本人の

学歴や職種，女性本人の母親の就業状況などを変

数として分析している（永瀬 1999； 大沢・鈴木
2000など）。しかし，今回は，配偶者自身の職業
や収入などの質問をしていないため，関係性を見

ることができないこともあるが，就業などに関す

る考え方や職場，家庭環境の状況に関する項目に

絞り，分析することにした。

出産後の就業形態に影響を与える要因分析をす

る前に，調査結果から出産前後で就業形態にどの

ような変化があるのかのパターンを見てみた（図

表 4）。キャリアパスの類型化同様，就業形態の変

化でパターンを見ているため，転職の有無は考慮

していない。その他は，非雇用者などの就業形態

が含まれている。

図表 4 出産前後の就業形態変化のシェア

出産前 出産後 N=1726 100.0%

正規 → 正規 159 9.2%

正規 → 非正規 57 3.3%

正規 → 無業 433 25.1%

非正規 → 非正規 96 5.6%

非正規 → 正規 9 0.5%

非正規 → 無業 400 23.2%

無業 → 正規 7 0.4%

無業 → 非正規 35 2.0%

無業 → 無業 452 26.2%

78 4.5%その他

今回の調査結果からではあるが，出産前，正規

または非正規で就業していた者が，出産後離職し

ているのは，48％と半数におよんでいることが確
認できる。冒頭でも触れたが，2005 年４月に育
児・介護休業法が改正され，対象労働者の拡大に

つき，非正規社員まで育児休暇の取得が認められ

るようになった。しかし，今回のこの調査では，

改正直後ということもあり，育児・介護休業法の

改正の効果は見られにくいと考えられる。 

そのため，出産後の就業形態の影響を与える要

因分析としての検証は，育児休暇などの制度が整

備されていた正規社員で行うこととした。 

就業継続の要因分析として出産前（結婚後妊娠

前の時点）正規社員として働いていた者が，出産

後，正規社員または非正規社員として分岐（正規

→正規，正規→非正規）する要因を探った。

Ⅳ-1．出産後の就業形態に影響を与える要因分析 

出産後の就業形態に影響を与える要因分析とし

て，出産前（結婚後妊娠前）時点でのキャリアコ

ンセプトおよび職場や家庭環境などの項目から，

影響を与える要因分析を行った。キャリアコンセ

プトとして 11項目（①～⑪），職場・家庭環境と
して 5項目（⑫～⑯）を設定した。
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選択肢は，一部例外はあるが４段階5にて聞いて

いる。 

①責任のある仕事志向：責任のある仕事をしたい

と考えていたか 

②専門性の高い仕事志向：専門性の高い仕事をし

たいと考えていたか 

③キャリアビジョン思考：自分自身のキャリアビ

ジョンを考えていたか 

④キャリアのための学び思考：自分のキャリアの

ために何か学習していたか，または学習しようと

考えていたか 

⑤仕事を通しての成長性：仕事を通して，自分が

成長できると考えていたか 

⑥仕事を通しての充実感・達成感：仕事を通して，

充実感や達成感があったか 

⑦時間配分：仕事とプライベート・家庭との時間

配分をどうしていたか 

⑧将来実現したい夢：将来実現したい夢は，仕事

とプライベート・家庭のどちら側にあったか 

⑨人間関係の影響：人間関係において，仕事（職

場）とプライベートではどちらに影響を受けてい

たか 

⑩役職意向：どのくらいまでの役職に昇進したい

と考えていたか 

⑪就業の継続意向：育児と職業のあり方について

の考え方 

⑫職場の産休・育児休暇などの人事制度の有無

⑬職場の時短勤務などの育児支援制度の有無

⑭職場でのメンター（仕事などを含めてアドバイ

スしてくれるような相談者）の有無

⑮配偶者以外の同居の有無

⑯家族の本人が就業することに対しての理解度

この 16項目について，“出産前（結婚後妊娠前）
の時点”で，どのような考え方であったか，どの

ような状況だったかなどについて聞いた。

出産後の就業形態にどのくらい影響を与えるか

の分析として，出産後，正規または非正規の就業

形態を独立変数（正規＝1，非正規＝0）としたロ
ジスティック回帰分析6を行った。 

図表5を見ると，11項目のうち有意なものは「役

職意向」「就業の継続意向」「産休・育児休暇など

の人事制度があった」「時短勤務などの育児支援が

あった」の４項目である。 

ここで，影響度も見たいことから，オッズ比（図

表 5：Exp(B)）も加味しながら分析を行う。 

図表 5 出産後の就業形態（正規・非正規）に
関するロジスティック回帰分析の結果 

責任のある仕事志向 -0.841 0.431

専門性の高い仕事志向 -0.027 0.973

キャリアビジョン思考 0.225 1.252

キャリアのための学び思
考

-0.130 0.878

仕事を通しての成長性 -0.028 0.972

仕事を通しての充実感・
達成感

-0.476 0.622

時間配分（仕事とプライ
ベート・家庭）

0.472 1.604

将来実現したい夢（仕事
とプライベート・家庭）

-0.509 0.601

人間関係の影響（仕事と
プライベート）

-0.281 0.755

役職意向 1.188 * 3.279

就業の継続意向 1.309 * 3.701

職場の産休・育児休暇な
どの人事制度の有無

0.977 * 2.655

職場の時短勤務などの育
児支援制度の有無

1.063 * 2.895

職場でのメンターの有無 -0.273 0.761

配偶者以外の同居の有無 0.360 1.433

家族の就業に対しての理
解度

0.887 2.429

定数 -0.918 0.399

* p<.05

Exp(B)係数B

「役職・昇進を考えていた」「就業継続意向で子

供ができても働き続けたいと考えている」は有意

であり，オッズ比も 3.3，3.7と高く，ともに正規
社員の確率を高くし，影響を与えていることがわ

かる。

「キャリアビジョン思考」は有意でないが，オ

ッズ比が 1.3とやや高いことから，多少の影響を
与えていることが確認できる。

「役職・昇進を考えていた」「子供ができても働

き続けたいという就業継続意向」「キャリアビジョ
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ン思考」を考えていたということは，自分のキャ

リアを考えているかどうかの因子であり，自分自

身のキャリアを意識している人が，出産後も正規

社員で働くことを示している。

また，仕事と家庭・プライベートの時間配分で

は，オッズ比が 1.6とやや高いことから，仕事の
優先度を上げていることを示している。

「産休・育児などの人事制度があった」「時短勤

務などの育児支援があった」は有意であり，オッ

ズ比も 2.7，2.9と高く，影響が大きいことがわか
る。

産休・育児休暇などの人事制度の有無や時短勤

務などの育児支援の有無により，正規か非正規で

の働きに影響を与えていることがわかった。また，

就業に対する家族の理解があるかないかでも，有

意ではなかったもののオッズ比が 2.4と高いこと
から影響を与えていることを示している。

ここで，産休・育児休暇などの人事制度の有無

等の認知状況（図表 6～9，※出産前後の就業別）
を見てみたい。

図表 6 出産前の職場での産休・育休などの制度
の有無 

N数 あった なかった

制度があっ
たかどうか
知らなかっ

た

正規→正規 159 77.4% 16.4% 6.3%

正規→非正規 57 43.9% 38.6% 17.5%

図表 7 産休・育休などの取得のしやすさ（産休・
育休などの制度があった者） 

N数
取得しや
すかった
(計)

取得しにく
かった(計)

正規→正規 123 74.8% 25.2%

正規→非正規 25 52.0% 48.0%

図表 8 産休・育休などの取得することへの職場
の上司・同僚の理解度（産休，育休などの制度が

あった者） 

N数
理解が
あった
(計)

理解がな
かった(計)

正規→正規 123 82.9% 17.1%

正規→非正規 25 76.0% 24.0%

図表 9 出産前の職場での時短勤務などの育児支

援制度の有無 

N数 あった なかった
どのような
制度がある
か知らない

正規→正規 159 56.6% 31.4% 11.9%

正規→非正規 57 21.1% 56.1% 22.8%

出産前正規社員として働いていた者で，職場に

産休・育児などの制度があったと回答している者

が「正規→正規」で 8 割近くに及ぶが，「正規→
非正規」では半数を下回っている。職場の産休・

育休などの諸制度があったと回答した者のうち，

取得のしやすさや上司・同僚の理解度について聞

いたところ「正規→正規」では取得しやすく，上

司や同僚からも理解が得られる傾向が見られた。

しかし，「正規→非正規」では，取得しにくかった

状況もうかがえる。

また，時短勤務などの育児支援制度があったと

回答した者が「正規→正規」では 6 割近くだが，
「正規→非正規」では 2割程度である。産休・育
休などの制度の取得権利があるにもかかわらず，

諸制度があることすら知らない者が少なくない。 

佐藤・武石（2004：35）も指摘しているように，
育児休業法の施行から 10 年以上が経過した現在
でも，就業規則等に育児休業制度を規定していな

い事業所が 38.5％（厚生労働省「平成 14年度女
性雇用管理基本調査7」）と決して低くない数値で，

この事実が育児休業取得の阻害要因になっている

と考えられるのである。 

出産を機に，働き方を変えることは個人の考え

によるところだが，職場での環境により自らの意

思ではないところで，変更を余儀なくされること

もある実情が明らかとなっている。本人が働きた

いとの意思があっても，家族の理解が得られない

と，勤務時間等の融通がきく非正規として働くこ

とを余儀なくされることが推察される。つまり， 

時短勤務などの育児支援制度が整っているという

ことは，就業に対する家族の理解も得られやすい

ということを示していると思われる。 

これらの事実も踏まえ，出産前後で就業形態を 

変える正規社員として働いている女性と，就業形 
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図表 10 学歴別に見た出産後の就業形態（正規・非正規）に関するロジスティック回帰分析の結果 

責任のある仕事意向 2.755 15.720 -2.238 0.107 -91.073 0.000

専門性の高い仕事意向 -19.803 0.000 -0.603 0.547 -8.834 0.000

キャリアビジョン思考 3.000 20.093 0.781 2.184 -90.582 0.000

キャリアのための学び思
考

2.192 8.949 -1.002 0.367 -52.877 0.000

仕事を通しての成長性 3.016 20.408 -0.522 0.594 15.458 5.2E+06

仕事を通しての充実感・
達成感

-27.904 0.000 -0.190 0.827 -30.681 0.000

時間配分（仕事とプライ
ベート・家庭）

6.050 * 424.157 0.650 1.915 -1.4E+02 0.000

将来実現したい夢（仕事
とプライベート・家庭）

-5.104 0.006 -0.348 0.706 -3.0E+02 0.000

人間関係の影響（仕事と
プライベート）

1.764 5.835 0.291 1.338 -2.7E+02 0.000

役職意向 -2.923 0.054 1.630 * 5.103 448.381 5.4E+194

就業の継続意向 4.285 * 72.628 1.205 3.336 402.479 6.2E+174

職場の産休・育児休暇な
どの人事制度の有無

6.397 599.848 1.110 3.033 60.561 2.0E+26

職場の時短勤務などの育
児支援制度の有無

-0.934 0.393 2.277 * 9.750 207.205 9.7E+89

職場でのメンターの有無 0.818 2.266 0.343 1.409 -2.4E+02 0.000

配偶者以外の同居の有無 20.977 1.3E+09 0.853 2.346 -2.1E+02 0.000

家族の就業に対しての理
解度

2.110 8.248 2.616 * 13.676 -35.148 0.000

定数 29.728 8.1E+12 -1.968 0.140 256.318 2.1E+111

* p<.05

Exp(B) 係数B Exp(B)係数B

大学・大学院卒者
短大，専修・各種

専修学校
高校卒者

係数B Exp(B)

態を非正規社員として働いている女性の分析のま

とめをしてみる。就業形態については，自らの選

択意思については聞いていないため，キャリアコ

ンセプトと職場や家庭環境から考察してみること

とする。 

出産前後，就業形態を変えず正規社員で働いて

いる者は，就業継続を望んでおり，そのためには，

職場の産休・育児休暇などの人事制度や，時短勤

務などの育児支援制度が整っていることが条件と

してある。また，役職意向を含めたキャリアビジ

ョンを考えており，仕事も家庭も両方こなしたい

という考えを持った女性である。職場の産休・育

児休暇などの人事制度のほか，時短勤務などの育

児支援制度が整っていることが，正規社員として

働くことに影響を与えているのである。 

一方「正規→非正規」で就業形態を変化させて

働く者は，仕事と家庭を両立させながら，家庭で

の時間を多くしながら働いている女性である。 

Ⅳ-2．学歴別に見た出産後の就業形態に影響を与
える要因分析 

参考までに，学歴別で見た場合，出産後の就業

形態に影響を与える要因が異なるのかを検証した。 

学歴は，「大学・大学院卒者（N=75）」「短大，
専修・各種学校卒者（N=86）」「高校卒者（N=51）」
の３分類で比較してみた。分析方法は，Ⅳ-1同様，
ロジスティック回帰分析にて行った（図表 10）。
大学・大学院卒者で有意なものは，「時間配分」

（係数：6.1 オッズ比：424.2），「就業の継続意
向」（係数：4.3 オッズ比：72.6）の 2項目。 
短大，専修・各種学校卒者で有意なものは，「役
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職意向」（係数：1.6 オッズ比：5.1），「職場の時
短勤務などの育児支援制度の有無」（係数：2.3 オ
ッズ比：9.8），「家族の就業に対しての理解度」（係
数：2.6 オッズ比：13.7）の 3項目。 
高校卒者は，有意な項目はなかった。 
この分析からわかったことは，高学歴になるに

つれ，キャリアに関する考え方，つまり“自分自

身のキャリア軸を持ち合わせた考えた方”を持っ

ており，周辺環境を上手く活用しながら就業して

いることが推測される。 

 

Ⅴ．キャリア・デザインへの示唆 

 

キャリアコンセプト（以下ＣＣ）と職場・家庭

の環境の相関8を見てみたところ，「産休・育児休

暇制度などの有無」とＣＣの「役職意向」と「時

間配分」，「時短勤務などの育児支援制度の有無」

とＣＣ「役職意向」，「メンターの有無」とＣＣ「仕

事を通しての成長性」に一定の関係性が見られた。 

このことから，産休・育児休暇などの制度や時

短勤務などの育児支援制度があることにより，役

職も意識した長期的な働き方ができ，かつ育児な

どとの両立をしながら仕事を優先とした働き方が

しやすいのではないかと推察される。また，メン

ター＝仕事などを含めアドバイスをしてくれるよ

うな相談者がいると，様々な相談ができ，仕事を

通して自分を成長させやすい環境であることが示

される。 

以上のことを踏まえて，出産後も就業を継続す

る長期的な視野の下でキャリア・デザインを描く

ためには， 

1.仕事，働くことに対して，意識付けを行う 
2.産休・育児休暇などの制度や時短勤務などの
育児支援制度などの諸制度を活用する 

3.メンターを持ち，ロールモデルを見つける 
を，考慮することを示唆したい。 

自分のキャリア・デザインを考える際，まっさ

らな状態ではなかなか考えることは難しいであろ

う。社内外問わず，世の中には様々な経験を通し

て働き活躍している女性がいる（『とらばーゆ』

2005～2006）。そのような人たちをロールモデル
として参考にすれば，自分自身のキャリア・デザ

インの参考になるはずである。 

女性も働き続けなくてはならないといっている

わけではなく，キャリア・デザインの中には，も

ちろん，家事・育児に専念することも選択肢とし

て含まれる。一旦仕事から離れてしまっても，育

児が一段落して働きたいとの考えが起きることも

あるだろう。 

たとえ家事・育児のため一時的なキャリア・ブ

ランク期間を設けても，復職に向けての心構えを

忘れず，キャリア・デザインを見直しながら力を

蓄えておくことも重要ではないかと考えるからで

ある。 

 

Ⅵ．おわりに 

 

今回の研究では，女性のキャリアパスを6パタ
ーンに類型化したことで解明し，出産がキャリア

パスを分岐させていることが明らかとなった。 

また，役職意向や就業継続意向などの就業に対

する意識，職場の産休・育児休暇などの人事制度

や時短勤務などの育児支援制度などの影響が，出

産後の就業形態に影響をおよぼすことが明らかと

なった。 

先行研究や今回の研究で分析を進めるにあたり，

気になる問題が浮上してきた。 

それは，①諸制度の認知状況と，②男性の家事・

育児参加状況である。 

まず，諸制度の認知状況から述べる。 

プリ調査として実施したグループインタビュー

からも，「子供がいなかったときのような働き方は

できない」「時短勤務などの諸制度があっても，上

司や同僚の取得への理解が得られにくい」などの

声が聞かれ，仕事と家事・育児の両立の厳しい現

状が伝わってきた。 

問題としては，取得権利があるにもかかわらず，

諸制度があることすら知らない者が少なくないこ

とである。出産前後で就業形態を変化させた者に

ついて，その変化が変えざるをえない状況だった



Works Review Vol.1(2006) ,62-73

のかどうかなどを聞いていないため不明確なこと

もあるが，諸制度があり，取得権利があることを

認知することで，離職を回避できたのではないか

と悔やまれる。 

取得権利があるとしても，職場の上司・同僚の

理解が得られなければ，諸制度はないのと同じで

ある。国をあげて諸制度の整備をし，企業も同様

に整備をしたとしても，従業員の意識改革なくて

は何も変わらない。そして意識改革だけでも前に

は進まず，行動改革を促さなければ，有名無実の

ものとなってしまうのである。 

今回の研究では，出産後も継続就業する女性に

ついて絞ったため，無業者となった女性の分析は

行っていない。出産後，無業者となった女性の要

因分析についてなどは，次回の問題提起としたい。 

次に，男性の家事・育児参加状況について述べ

る。 

内閣府が発表している、女性の就業に対する意

識9の男女別を見ると（図表11），男女差はあまり
見られない。意識の差はあまり見られないが，な

ぜ状況が変わらないのであろうか。 

図表 11 女性が職業を持つことについて
男性 女性

女性は職業を持たない方がよい 3.8% 1.7%

結婚するまでは職業を持つ方が良い 8.3% 5.4%

子どもができるまでは職業を持つ方
がよい

11.5% 9.1%

子どもができてもずっと職業を続け
る方がよい

38.6% 41.9%

子どもができたら職業をやめ大きく
なったら再び職業を持つ方がよい

32.4% 37.0%

その他 2.7% 2.0%

わからない 2.7% 2.9%

注：内閣府「男女共同参画に関する世論調査」平成16年11月
調査をもとに作成

そこで，厚生労働省の委託調査である「子育て

支援策等に関する調査10」の中の，未就業児童が

いる男性への父親の子育てに対する優先度を聞い

たものを見てみる。実に 52％が仕事と家事・育児
を同等に重視したいと希望しているが，現実では

26％にまで落ち込むことが確認できた。このこと
により，仕事重視にならざるをえず，希望と現実

のギャップが顕著となっていることが明らかとな

った。 

働き続けたいと考えている女性が，希望通り働

き続けられるようになるには，男性の家事・育児

への参加が不可欠となる。そのような環境になる

には，男性の家事・育児への参加が当たり前の社

会となることが必須で，それは会社側のサポート

体制を整えることも必要条件となる。そのために

は，まず男性含めて就業状況を見直し，家事・育

児時間の割合を増やすかわりに，女性の負担を減

らすことからはじまる。

今回の研究では，上記についても問題提起とし

てとどまることとする。また今回の研究では，女

性のキャリアについてなど，女性個人側に焦点を

当てたが，目前に迫った 2007 年問題とされてい
る団塊世代の大量退職，少子・高齢化など，労働

人口の低下が現実となり，まさに女性人材の活用

の必要性が迫っている中の，本質的な女性活用の

あり方も次回の課題として残った。

その他，厚生労働省が発表している「女性雇用

管理基本調査11」を見ると，妊娠期における保護

措置等について，たとえば，妊産婦の通院休暇制

度に関する規定を有している事業所は 37.7％，通
勤緩和の措置に関しては 28.5％と低い数値とな
っている。その中で，妊娠中の社員に特別有給休

暇を与えるなどの支援策を打ち出しはじめている

企業12が見えはじめている。グループインタビュ

ーでも，つわりなどで仕事を続けていくことが難

しくなり，辞めてしまった女性もいたことから，

このような女性は少なくないはずだ。

女性活用のあり方を検証する際，出産後のケア

だけでなく，出産前の妊娠中のケアも必要であり，

妊娠中の就業のあり方などについての研究も課題

として残った。

注 

1 厚生労働省「出生前後の就業変化に関する統計（人口動態統計特
殊報告）」（平成15年度） 
2 厚生労働省「出生前後の就業変化に関する統計」人口動態職業・
産業別統計と21世紀出生児縦断調査のリンゲージ分析（平成15
年度 人口動態統計特殊報告）
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3 「正社員・正職員」「契約社員・嘱託」「フリーター（社会人アル

バイター）」「パートタイマー」「派遣」「業務委託」のそれぞれの就

業形態について，「ぜひ働いてみたいと思う」「働いてもよいと思う」

「働きたくない」「どちらともいえない」の４段階で質問し，「ぜひ

働いてみたいと思う」「働いてもよいと思う」を「受容性がある」

とした。 
4 ブランク期間の有無は，ブランクが3ヵ月以上の期間があったも
のをありとしているが，3ヵ月未満だけのブランク期間があったも
のは，「ブランク期間なし」として分析を行った。
5 Ａ：「考えていた」「どちらかというと考えていた」「考えていな
かった」「どちらかというと考えていなかった」

Ｂ：「あった」「どちらかというとあった」「なかった」「どちらかと

いうとなかった」

Ｃ：「仕事優先」「どちらかというと仕事優先」「家庭優先」「どちら

かというと家庭優先」

Ｄ：「仕事側」「どちらかというと仕事側」「プライベート側」「どち

らかというとプライベート側」

Ｅ：「役職につきたくない」役職につきたくない以外＝係長から役

員以上までの4段階 
Ｆ：「子供ができてもずっと仕事を続けたい」「子供ができたら仕事

をやめ，大きくなったら再就職したい」「子供ができるまでは仕事

を続けたい」「結婚するまでは仕事を続けたい」
6 キャリアコンセプトは，出産前のデータを以下のようにダミー変
数に置き換えた。

Ａでの置き換え：責任感，専門性，キャリアビジョン思考，学び思

考，成長性

Ｂでの置き換え：充実・達成感

Ｃでの置き換え：時間配分

Ｄでの置き換え：自己実現，人間関係

※役職意向については，役職につきたくない＝0 役職につきたく
ない以外＝1 
※就業のあり方については，子供ができてもずっと仕事を続けたい

＝1 それ以外＝0 
Ａ：「考えていた」「どちらかというと考えていた」＝1 「考えて
いなかった」「どちらかというと考えていなかった」＝0 
Ｂ：「あった」「どちらかというとあった」＝1  「なかった」「ど
ちらかというとなかった」＝0 
Ｃ：「仕事優先」「どちらかというと仕事優先」＝1 「家庭優先」
「どちらかというと家庭優先」＝0 
Ｄ：「仕事側」「どちらかというと仕事側」＝1 「プライベート

側」「どちらかというとプライベート側」＝0 
独立変数である出産後の就業形態は，「正」＝1 「非」＝0 
7 厚生労働省「平成14年度女性雇用管理基本調査」育児休業制度

の規定の生む別事業所割合 
8 今回の研究で設定したキャリアコンセプトおよび職場や家庭環
境面の項目について，2変量相関分析を行った。 
1％水準で有意：「産休・育児休暇制度などの有無」とCCの「役
職意向」，「時短勤務などの育児支援制度の有無」とCCの「役職意
向」，「メンターの有無」とCC「仕事を通しての成長性」 
5％水準で有意：「産休・育児休暇制度などの有無」とCCの「時
間配分」。
9 内閣府『男女共同参画白書2004』「一般的に女性が職業をもつこ
とに対する女性，男性の意識変化」。
10 この調査は，UFJ総合研究所（現：三菱UFJリサーチ＆コン
サルティング）への委託調査（2003）「子育て支援策等に関する調
査研究報告書」。
11 厚生労働省「平成16年度女性雇用管理基本調査」の調査テー
マ：男女雇用機会均等法の母性健康管理措置の実施状況等。
12 『日経産業新聞』2006年3月15日付け「働きやすい会社：W
社」。
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